
第５ 章  消防用設備等の技術上の基準の付加 

（ 通則）  

第 3 6 条 令別表第１ ⒃項に掲げる 防火対象物のう ちに、 当該防火対象物の部分で令第９ 条の規

定によ り 一の防火対象物と みなさ れる も の（ 以下こ の条において「 対象物」 と いう 。） が混在

する 場合において、 当該混在する 対象物が次のいずれかに該当する と き は、 令第２ 章第３ 節及

びこ の章の規定の適用については、 当該混在する 対象物について同節に規定する 各基準の床面

積、 延べ面積又は収容人員（ 以下「 基準面積等」 と いう 。） は、 それぞれ、 同節に規定する 基

準面積等に達し ている も のと みなす。（ う ）（ え）  

 ⑴ 当該混在する 対象物のいずれかの床面積、 延べ面積又は収容人員（ 以下「 床面積等」 と い

う 。） が、 基準面積等に達し ている と き 。（ う ）  

 ⑵ 当該混在する 対象物等の床面積等を 、 それぞれ当該混在する 対象物について定めら れた基

準面積等で除し 、 その商の和が１ 以上と なる と き 。（ う ）（ え）  

 

【 解説】  

 第５ 章は、法第 1 7 条第２ 項の規定に基づいて付加的要素を 加味し た技術上の基準を 定めたも ので

あり 、 こ の章の規定の解釈はこ の運用基準によ る ほか、 法、 令及び規則によ る 。  

 本条は、令第９ 条で定める 設置の基準の付加規定であり 、いわゆる 少量計算と 言われている も ので

ある 。令第９ 条は令別表第１ 各項の用途部分ご と に一の防火対象物と みなし 、当該部分が独立棟の防

火対象物である 場合と 同様に規制する こ と と し たも のである が、本条では、こ れを 防火対象物全体で

規制を し よ う と する も のである 。  

なお、令第９ 条における かっ こ 書き 部分以外の規定で床面積、延べ面積又は収容人員によ り 規制さ

れる も のについては、本条の適用対象と なる が、階数や無窓階など の部分を 規制対象と し ている 規定

については、 条例第 4 6 条を 適用し 消防用設備等の設置を 免除し て差し つかえない（ こ の場合、 免除

申請書は不要。）。 ま た、 本条が適用さ れる 基準面積等は、 あく ま でも 令第２ 章第３ 節に規定する 各基

準の床面積、 延べ面積又は収容人員である 。  

 

１  第１ 号は、混在する 防火対象物のう ち、そのいずれかの床面積等が基準面積等に達し ている 場合、

防火対象物全体に当該消防用設備等を 設置し よ う と する も のである 。  

  図 3 6 －１ によ り 説明する と 、当該防火対象物の屋内消火栓設備については、令第９ 条によ れば、

１ 階及び２ 階の⑷項の用途部分のみ設置を 要する こ と と なる が、本号によ り 、⑷項の用途部分の面

積の合計が基準面積等に達し ている ため、 防火対象物全体に設置を 要する こ と と なる 。  

 

２  第２ 号は、 混在する 防火対象物のう ち、 そのいずれも が基準面積等に達し ていない場合、 令第９

条及び本条第１ 号によ れば消防用設備等の設置を 要さ ないこ と と なる が、それぞれの床面積等を 基

準面積等でそれぞれ除し 、その商の和が１ 以上と なっ た場合、防火対象物全体に当該消防用設備等

を 設置し よ う と する も のである 。  



  図 3 6 －２ によ り 屋内消火栓設備の設置について説明する と 、 ⑷項及び⒂項のそれぞれの用途の

面積の合計は、それぞれの基準面積等に達し ていないが、次の少量計算によ り 商の和が１ 以上と な

る ため、 防火対象物全体に設置を 要する こ と と なる 。  

（ 5 0 0 ㎡÷7 0 0 ㎡） ＋（ 5 0 0 ㎡÷1 0 0 0 ㎡） ≒1 .2 1  

 

図 3 6 －１  図 3 6 －２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷項 3 5 0 ㎡ 

⑷項 3 5 0 ㎡ 

⒂項 3 5 0 ㎡ 

⒂項 3 5 0 ㎡ 

⑷項 2 5 0 ㎡ 

⑷項 2 5 0 ㎡ 

⒂項 2 5 0 ㎡ 

⒂項 2 5 0 ㎡ 


